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Ⅰ．「納税者権利憲章（仮称）」の制定
について
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Ⅵ．その他

（２）納税者の権利の尊重

租税制度に対する納税者の信頼を高めるとともに、税務執行にお
 ける無用なトラブルをなくすためには、税務行政における適正かつ

 具体的な手続規定を定め、納税者の権利を尊重する必要がある。
 海外諸国では、納税者の権利保護法や権利憲章を定めている国も
 多いが、わが国でも少なくとも、税務調査に際しては事前の通知と

 調査期間の明示、終了の通知を行なうようにするとともに、提出書
 類についても明文化する必要がある。また、調査により税額を変更
 する場合は理由を明記した更正処分によること、さらに、税務行政

 を行政手続法の対象に含めることが必要である。

日本経団連「平成17年度税制改正に関する提言」（抄）

 

2004・9・21
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報告書『新しい時代を拓く国税基本法の制定に向けて（2009年10月）』
【要綱】
・納税者保護及び納税義務の適正な履行を図るために、国税通則法を国税基本法に衣替え

させ、租税法律主義関係における適正手続の保障及び租税回避への具体的対応の措置を
講ずる必要がある。

・適正手続保障のためには、アドバンス・ルーリング制度の拡充が重要である。現在も国
税庁において文書回答手続が行われているが、これは通達による行政上のサービスであ
り、法的措置ではない。国税通則法にアドバンス・ルーリング制度を創設するべきであ
ると考える。

・重加算税賦課決定の際には、理由附記を必要とすべきである。その際に、チェックシー
トを活用するなどの行政手法が考えられる。
なお、将来的には、白色申告者に対する更正処分においても、理由附記制度を創設すべ
きである。

・原則として臨場調査の事前通知を行う必要があると考える。いかなる立法措置が必要か
については諸外国の例を参考とし更なる検討が必要である。

・調査終了時の調査内容についての説明責任を法制上明確にすべきである。

・更正の請求期間を1年から3年に延長すべきである。更に、特例誤りや確定行為に後発的
な瑕疵が生じた場合についても更正の請求事由とすべきである。

・明確性の担保及び否認規定の濫用措置を講ずることを条件として、一般的租税回避否認
規定の創設を設けるべきである。

21世紀政策研究所

 

研究プロジェクト「国税基本法の制定に向けて」
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Ⅱ．社会保障と税の共通番号制度
について
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Ⅱ．税体系の抜本改革のあり方
２．税制抜本改革の課題

（４）納税者番号制度の導入

給付付き税額控除の導入に際しては、所得捕捉の公平性、透明性の確保が重

 要であり、現在検討が進められている社会保障番号などを活用し、納税にも利用

 できる番号制度を確立していく必要がある。こうした番号制度は、社会保障給付

 の適確な受給や、各種の行政手続きのワンストップ化を可能にすることで、納税

 者すなわち国民の利益にも資するものであり、電子政府の構築とあわせて、速や

 かに検討を進めるべきである。

日本経団連「平成22年度税制改正に関する提言」（抄）

 

2009・10・2
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日本経団連「実効的な電子行政の実現に向けた推進体制と法制度のあり方について（概要）」
2008・11・18
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２．課

 
題

わが国が早急に実現すべき電子行政サービスの姿は、前述のとおり一部の先

 進諸国によって実現されている４段階分類の上位の水準を達成することにある。

 それらを実現するためには、電子行政の推進体制を抜本的に再構築するととも

 に、電子行政先進国の取り組みに倣い、法制度をはじめ制度環境や技術的なイ

 ンフラを整備し、障害を取り除くことが必要条件である。

（４）共通コードの導入
電子行政先進国で実現している効率的で利便性の高い行政サービスを実現す

 るには、行政機関間のデータ連携が不可欠である。現状では、行政機関毎に異

 なる識別コードを個人・企業に割り振っているが、情報共有を図るためには、

 国民の合意の下で、行政機関を跨いで個人・企業を一意に特定できる共通コー

 ドを国が一元的に付与する必要がある。
電子行政先進国では一部の例外を除き、個人・企業を一意に特定する共通

 コードを導入済みである。また、共通コード導入の際には、情報セキュリティ

 並びに利用者のプライバシー・個人情報・機密情報等の保護について、法制面

 でも十分な体制を整備し、国民の不安を払拭している。たとえば、欧州におい

 ては、行政機関が有する個人情報の目的外の利用等を防止するため、情報管理

 やアクセスの監督を行う第三者機関が設置されている。また、オーストリアで

 は、国民IDとは別に電子行政におけるデータ連携のため、分野別に固有のIDを

 関数を使って生成する方式を導入し、分野を跨いで行政側が恣意的に情報を寄

 せられないシステムが導入され、プライバシーの保護と行政機関間の情報共有

 を両立させつつ、ワンストップ・サービスを実現している。

日本経団連「実効的な電子行政の実現に向けた推進体制と法制度のあり方について」（抄）

 2008・11・18
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IV．業務改革を前提とした電子行政を実現するための推進体制と法制度の整備
２．法制度のあるべき姿

（４）ワンストップ・サービスを実現するための共通コードの導入
国民の合意の下で、共通コードは全企業、全国民に付与することとする。そし

 て、行政機関において適切に個人・企業の情報が管理されているかを監督するた

 め、行政から独立した司法関係者等を中心として構成される第三者機関を設置す

 る。個人の共通コードを利用し、行政機関のデータベースの個人情報との紐付け

 を行うに当たっては、第三者機関がそのルールの策定・認可を行うとともに、情

 報の種類によっては個別に本人の許諾を得ることも前提としなければならない。

 利用者は、紐付けることを承諾した個人情報が多いほど、多様な電子行政サービ

 スを受けることができるようになる。
共通コード導入の効用として、ワンストップ・サービスやプッシュ型サービス

 のほか、たとえば結婚や引越により氏名や住所が変更となった場合、一度の手続

 きだけで、本人に関する全ての台帳やデータベースが電子的に漏れなく変更され

 るようになる。
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４．重点的に取り組むべき分野
（１）政府部門の「つながる化」～電子行政の推進

日本経団連では昨年11月「ICTの利活用による新たな政府の構築に向けて」

 

を公表し、電子行政を

 強力に推進する上での5つの原則と早急に措置すべき3つの施策を示した。3つの施策、すなわち、(1) 
電子化の前提となる業務改革（BPR )、アウトソーシング（BPO)の推進や、電子化に伴う人材の有効

 活用、(2)電子行政を推進する体制（行政CIO 、責任権限の明確化）、法律（仮称：電子行政推進法）

 の整備による着実な推進、(3)社会保障・税の共通番号制度の導入を急ぐ必要がある。

このうち社会保障・税の共通番号に関しては、政府において本格的な検討が開始されている。政治

 主導により、横断的で迅速な検討を行い、必要な法改正も含めた明確な工程表を一日も早く提示する

 ことを期待する。検討に当たっては、次の点に十分に配慮する必要がある。

１．社会保障・税の共通番号としての機能のみならず、本人の了解の下で、省庁自治体間のデータ

 連携を可能とし、国民の利便性向上や行政の抜本的な効率化に資する、電子行政全般の共通

 基盤として検討する。

２．民間での活用を前提とした発展性を持った制度とする。これにより、新たなサービスの創出など

 を図る。
３．住基ネットや住民票コードなど、既存のネットワークや番号制度を活用する。

４．プライバシーや情報セキュリティーに万般の配慮を行う。運用やアクセスの状況を監視する第
三者機関についても検討を進める。

また、共通番号の持ち方（各行政システムの番号と共通番号の関係）やアクセス手法に関しても、セ

 キュリティー、利便性、整備コストなどを考慮しつつ検討を進めるべきである。

日本経団連「新しい社会と成長を支えるＩＣＴ戦略のあり方」（抄）2010・3・8
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電子行政先進国の取組み状況
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